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Ⅰ．無電柱化の⽬的と位置づけ                          

■はじめに 
⽇本では、急増する電⼒・通信需要に対応するため、多くの電柱が道路沿いに建てられたことにより、歩

⾏者等の通⾏の妨げや景観を損ねています。また、今後、発⽣が予測される南海トラフ地震等の⾃然災害で
は、電柱倒壊による道路閉塞等により、避難や救急活動に⽀障が⽣じる恐れがあります。 

このような状況の中、災害の防⽌、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成を図るため、無電柱化
の推進に関する法律が施⾏され、市の区域における無電柱化の推進に関する施策についての計画を定めるよ
う努めなければならないと規定しています。 

本計画は、今後の本市における無電柱化の基本的な⽅針等を定めるものです。 

■無電柱化の⽬的 
●防災 

地震や津波、台⾵等の⾃然災害による電柱倒壊は、道路を閉塞する事態を発⽣させ、避難や救急活動、
物資⽀援等に多⼤な影響を及ぼします。災害時において、緊急⾞両が通⾏可能な道路を確保することは極
めて重要です。 

●安全で円滑な交通確保 
駅や公共施設周辺等の歩⾏者や⾞いす利⽤者が多い歩道上の電柱や、歩道のない道路の路肩部の電柱は、

安全で円滑な通⾏を妨げる恐れがあります。 
●景観形成 

本市の景観は、中⼼市街地である太⽥川駅周辺を始めとする⼟地区画整理事業等によって形成される都
市景観と、⼭⾞まつりの⽂化を始めとする数多くの貴重な歴史⽂化資源による景観がありますが、電線等
が⽀障となり、景観を損ねています。 

 
 
 
 
 
 

■無電柱化推進計画の位置づけ 

国及び愛知県の無電柱化推進計画を基本として、第 6 次東海市総合計画後期計画、東海市都市計画マスタ
ープランとの整合を図るとともに、東海市地域防災計画や東海市⽴地適正化計画等を踏まえ、東海市無電柱
化推進計画を策定します。 
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図－１ 東海市無電柱化推進計画の位置づけ 

▲災害時の道路閉塞状況 ▲通⾏の⽀障となる電柱 ▲祭りの⾵情を損なう電線 
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Ⅱ．整備⽅針                                  

■無電柱化の整備⼿法 
無電柱化の整備⼿法は、電線類を地中化する⽅法と地中化以外の⽅法に⼤別されます。 
 

 
 
 
 
 
 

■無電柱化の課題 
●コストの⾼さ 

国⼟交通省によると電線共同溝⽅式による地中化に要する費⽤は、5.3億円／kmと⽰されており、道路管理
者及び電線管理者ともに負担が⼤きく、無電柱化が進まない要因の⼀つとなっています。 

●事業期間の⻑さ 

電線共同溝の整備には、既に⽔道、ガス等が埋設されている地下空間に新たな電線共同溝を整備するため⽀
障となる埋設物の移設、電⼒・通信の供給⼯事等を段階的に取り組む必要がある等、完成まで⻑期に渡ります。 

●地上機器の設置場所の確保 

電線共同溝の整備には、電気事業者の道路占⽤物として、地上機器（変圧器や開閉器等）の設置が必要です。
市道の多くは幅員の狭い⽣活道路であるため、地上機器の設置場所の確保が難しい状況です。 

■無電柱化の基本的な⽅針 

無電柱化の現状と課題を踏まえ、本市では以下の⽅針に基づいて優先的に無電柱化を推進します。 

 
 

災害時の救急活動、物資輸送を円滑に⾏うためには、被災地と防災拠点等を結び、緊急⾞両の通⾏する
道路を早期に確保することが重要であることから、緊急輸送道路等について、無電柱化を推進します。 
 
 

 
⾼齢者等を含む不特定多数の⼈たちが利⽤する公共施設等への駅からのアクセス道路等及び、乗降客数

や歩⾏者通⾏の多い駅周辺において、安全で安⼼な道路空間を確保するために無電柱化を推進します。 
 
 

 
市街地開発事業等の都市景観や⼭⾞の主要な運⾏ルート等の良好な景観づくりに必要な地域⼜は路線

を選定して、地域の魅⼒向上につながるように無電柱化を推進します。 
 

▲電線共同溝イメージ 

電 線 共 同 溝 ⽅ 式 

地中化による無電柱化 電線共同溝⽅式以外 
・⾃治体管路⽅式 
・単独地中化⽅式 
・要請者負担⽅式 

裏配線、軒下配線 地中化以外による無電柱化 

無 電 柱 化 

図－２ 無電柱化の整備⼿法 

⽅針１ 都市全域の防災性の向上 

⽅針２ 安全で安⼼な道路空間の確保 

⽅針３ 良好な景観の形成 
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Ⅲ．これまでの整備実績                             

■市内の状況 
 
 
 
 
 
 

■市内の無電柱化の実績 
●⼤⽥地区 ※事業中 

延  ⻑︓ 1,570ｍ 
事業期間︓平成 24 年度（2012 年度） 

〜令和２年度（2020 年度）（予定） 
事業主体︓市 

 
●横須賀地区 ※事業中 

延  ⻑︓  510ｍ 
事業期間︓平成 27 年度（2015 年度） 

〜令和 3 年度（2021 年度）（予定） 
事業主体︓市 

 
●その他（⼀般国道 302 号（東海 JCT〜⼤府市境）及び⼀部の駅前広場） 

⼀般国道302号（東海JCT〜⼤府市境）及び⼀部の駅前広場において、電線共同溝⽅式や裏配線による
無電柱化が図られています。 

 

Ⅳ．整備計画                                   

■無電柱化推進計画の期間 
令和2年度（2020年度）から令和11年度（2029年度）までの10年間とします。 

■無電柱化の推進に関する⽬標 
無電柱化の基本的な⽅針に従い、多様な整備⼿法の活⽤によるコスト縮減や関係者間の連携の強化を図り

ながら、10年間で市の管理する道路の延⻑3kmの無電柱化の推進を⽬指します。 
下記の対象路線等について、関係事業者等と連携を図りながら、無電柱化の合意や整備に向け推進します。 

 
・緊急輸送道路のうち「南海トラフ地震における愛知県広域受援計画（平成31年（2019年）3⽉改正）」に位

置付けられた広域物資輸送拠点から地域内輸送拠点、災害拠点病院から航空搬送拠点の拠点間の標準アク
セスルート（将来的に(都)養⽗森岡線が開通することを⾒据えたルートを指定） 

・（仮称）東海太⽥川駅⻄⼟地区画整理事業や（仮称）東海加⽊屋中部⼟地区画整理事業区域内及び周辺にお
ける幹線道路等 

・その他、優先度の⾼い無電柱化推進箇所 
※なお、国道、県道については、当該道路管理者と調整を図りながら、協⼒を要請します。 

▲整備前 ▲整備後 

▲整備前 ▲整備イメージ 

＜対象路線等＞ 

  
道路延⻑
（km） 

無電柱化済 
延⻑（km）

※２

東海市内の道路 512.02 4.06
 国道 28.40 2.95
 県道 26.31 0.00
 市道※１ 457.31 1.11

※１ 市道のうち、2.5ｍ以上で舗装済道路のみ
※２ 事業中の延⻑は含まない 

（出典︓市政概要 平成 31 年度版）

表－1 東海市内における道路延⻑と無電柱化の状況
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 図－３ 無電柱化推進計画（Ｒ2〜Ｒ11）対象路線等
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Ⅴ．無電柱化の推進に向けた施策等                   
■無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 

●占⽤制度の運⽤ 
占⽤制限制度の適切な運⽤ 

平成25年（2013年）6⽉に道路法第37条が改正され、防災上の観点から重要な道路について、特に必
要があると認める場合には、道路管理者が道路の占⽤を禁⽌し、または制限することができるよう措置さ
れました。 

国及び愛知県は、既に新設電柱の占⽤制限措置を緊急輸送道路等において実施していることから、本市
においても電線管理者への意⾒聴取を⾏ったうえで同様の措置の実施を検討します。 

また、国において運⽤⽅針の検討が進められている新設電柱に係る占⽤制限措置の対象拡⼤等について、
国及び愛知県の動向を踏まえて検討します。 
占⽤料の減額措置 

道路の地中の電線等について、国及び愛知県の動向を⾒ながら、占⽤料の減額措置を検討します。 
 

●関係者間の連携の強化 
⼯事の連携 

道路管理者、関係事業者が集まる占⽤者会議等を活⽤し、各種⼯事間の調整を積極的に図ることで、コ
ストの縮減や、⼯事期間の短縮を図り、地域住⺠への影響の軽減を図ります。 

また、整備する際には、地域住⺠の⼗分な理解や協⼒が必要なことから、無電柱化の意義や必要性につ
いて説明し、事業を進めます。 
地上機器の⺠地活⽤及び有効活⽤ 

地上機器の設置場所について、道路空間に余裕がない場合等の道路上への機器の設置が望ましくない場
合においては、公共施設の公有地及び⺠地の空地等の活⽤を管理者等の同意を得て進めます。 

また、必要に応じて地上機器に付加価値を加えることで、道路利⽤者にとって、有益な施設になるよう、
電気事業者と協⼒しながら検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

他事業との連携 
無電柱化の実施に際し、地域の課題を踏まえて道路事業等と連携して総合的、計画的に取り組むよう努

めます。 
また、無電柱化の推進に関する法律第12条に基づき、道路事業及び市街地開発事業等が実施される際に、

無電柱化が実施可能な場合は、電線管理者と連携して、効率的に無電柱化事業を推進します。 
 

●財源の確保 
国の社会資本整備総合交付⾦等の活⽤により、整備にかかる費⽤負担の縮減を図ります。 

▲地上機器を有効活⽤した事例（名古屋市、岐⾩市）
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■施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するために必要な事項 

●市⺠等への啓発 
無電柱化を推進するためには、市⺠等の協⼒が不可⽋であることから、無電柱化の⽇（11⽉10⽇）等

の様々な機会を活かした広報・啓発活動を検討し、無電柱化事業への理解を深めていただくよう啓発に努
めます。 

 
 
 
 
 

 

 

●無電柱化に関する情報収集・共有 
国及び愛知県と連携し、低コスト⼿法や施⼯事例、最新技術等を始めとする無電柱化に関する情報収集

に努めるとともに、本市の取組について、国や他の地⽅公共団体との情報共有を図ります。 
 

●計画の進⾏管理 
着実に無電柱化を推進するために、事業の進捗状況を適切に管理するとともに、実施状況や上位計画の

状況等を踏まえて、計画の⾒直しの必要性等を検討します。 
進⾏管理の⼿順は、PDCAサイクルを基本として実施します。Plan（計画）で計画の策定・改定、Do

（実⾏）で整備⼿法の検討及び事業の実施、Check（評価）で実施状況確認・評価及び国等の動向確認、
Action（⾒直し）で社会情勢の変化等を踏まえた計画の⾒直しを検討し、必要に応じて公表します。 

 
 

 

 

 

 

 

図－４ 無電柱化の推進に向けた PDCA サイクル

▲「無電柱化パネル展」の様⼦（出典︓国⼟交通省 HP）
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